
黒松内町ふるさと景観条例 

 

黒松内町ふるさと景観条例（平成８年条例第 14 号）の全部を改正する。 

 

私たちのふるさと黒松内町は、先人が守り続けた北限のブナ林、アユやヤマメの

棲
す

む朱太川などの優れた自然に恵まれ、牛が草を食
は

む牧歌的風景や四季を彩る草花

樹木が心を和ませる素朴な農村風景を育んできた。 

町、町民、町外の黒松内を愛する全ての人々が助け合う協働のまちづくりにより、

この大切な財産を一層美しく調和のとれたものに育て、だれもが活
い

き活
い

きして誇り

と愛着の持てる「自然にやさしく・人にやすらぎの田舎
ま ち

」を守り、次世代に引き継

ぐため、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、黒松内町（以下「本町」という。）の景観形成に関して、町、

町民、事業者及び土地所有者等の責務を明らかにするとともに、景観法（平成

16 年法律第 110 号。以下「法」という。）の施行に関して必要な事項及び空地

等の管理要請その他の事項を定めることにより、良好な景観の形成に関する施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって美しく特色あふれる地域づくりに資するこ

とを目的とする。 

 

（町の責務） 

第２条 町は、法第２条で定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、景観形成に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

２ 町は、良好な景観の形成を効果的に推進するため、町民、来訪者、土地所有者、

事業者、道、町及び国が相互に連携を図ることができるよう必要な措置を講ずる

ものとする。 

 

（町民の責務） 

第３条 町民は、基本理念にのっとり、各自が良好な景観形成の担い手として、良

好な景観の形成に関する理解を深め、自ら本町の良好な景観形成に努めるととも

に、町が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、基本理念にのっとり、自らの事業活動が本町の良好な景観の形

成に深いかかわりを持つことを認識し、事業活動を行うに当たっては、その周辺

の景観に十分配慮するとともに、町が実施する良好な景観の形成に関する施策に

協力しなければならない。 

 

 （土地所有者等の責務） 

第５条 町内に土地を所有し、若しくは占有し、又は管理する者は、基本理念にの

っとり、土地の利用に当たって、周辺の景観に十分配慮するとともに、町が実施

する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

  

 （来訪者の配慮事項） 

第６条 来訪者は、本町の良好な景観の保全に配慮するものとする。 



 

（景観計画） 

第７条 町長は、法第８条第１項に規定する景観計画を定めようとするときは、法

第９条第１項から第５項までの規定によるほか、あらかじめ、第 15 条第１項の

規定による黒松内町ふるさと景観審議会の意見を聴かなければならない。 

２ 前項の規定は、景観計画の変更（規則で定める軽微な変更を除く）について準

用する。 

 

（行為の届出等） 

第８条 法第 16 条第１項若しくは第２項の規定による届出又は同条第５項の規定

による通知（以下「行為の届出等」という。）は、規則で定めるところにより行

わなければならない。 

２ 法第 16 条第１項第４号の条例で定める行為は、次の各号に掲げる行為とする。 

（１）土地の形質の変更 

（２）樹木の伐採 

（３）屋外における土石、廃棄物、再生資源等の物件の堆積（堆積の期間が 90 日

未満の場合を除く） 

３ 前項各号に掲げる行為に係る法第 16 条第１項の規定による届出は、同項及び

景観法施行規則（平成 16 年国土交通省令第 100 号。以下「省令」という。）第２

条に規定する事項を記載した届出書に規則で定める図書を添付して行うものと

する。 

４ 第２項各号に掲げる行為に係る法第 16 条第２項の条例で定める事項は、省令

第３条に規定する事項とする。 

 

（適用除外行為） 

第９条 法第 16 条第７項第 11 号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１）法第 16 条第１項第２号に規定する行為のうち、規則で定める工作物に係る

行為 

（２）法第 16 条第１項第３号に規定する行為 

（３）森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10 条の２の規定による許可及び第 10

条の８の規定による届出を要する行為 

（４）北海道自然環境等保全条例（昭和 48 年北海道条例第 64 号）第 30 条第１項

第５号の規定による許可を要する行為 

（５）農業の用に供する有機物資源の堆積 

（６）規則で定める規模の行為 

（７）その他本町の良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれがないと町長が特に認

める行為 

 

（特定届出対象行為） 

第 10 条 法第 17 条第 1項の規定による条例で定める行為は、法第 16 条第１項第

１号及び第２号の届出を要する行為のうち、新築及び新設に係るものとする。 

 

（景観重要建造物） 

第 11 条 町長は、法第 19 条第１項の規定による景観重要建造物を指定しようとす

るとき又は法第 27 条第２項の規定による景観重要建造物の指定の解除をしよう

とするときは、あらかじめ、黒松内町ふるさと景観審議会の意見を聴かなければ

ならない。 



２ 黒松内町文化財保護条例（平成２年条例第９号。以下「文化財条例」という。）

第４条の規定により指定された建造物については、景観重要建造物の指定対象か

ら除く。 

  

（景観重要樹木） 

第 12 条 前条第１項の規定は、法第 28 条第 1項の規定による景観重要樹木の指定

及び法第 35 条第２項の規定による景観重要樹木の指定の解除について準用する。 

２ 前条第２項の規定は、文化財条例第４条の規定により指定された樹木について

準用する。 

 

（空地等の管理の要請） 

第 13 条 町長は、景観計画区域内の空地、廃屋、工作物等（以下「空地等」とい

う。）が、本町の良好な景観の形成に支障を及ぼしていると認めるときは、当該

空地等の所有者又は管理者に対し、良好な景観の形成に配慮した空地等の管理を

行うよう要請するものとする。 

 

 （景観形成に対する支援） 

第 14 条 町長は、景観計画区域内において、良好な景観の形成に寄与していると

認められる活動に対し、予算の範囲内で支援することができる。 

２ 前項の規定により、支援措置を講じる場合は、あらかじめ、黒松内町ふるさと

景観審議会の意見を聴かなければならない。 

 

（景観審議会） 

第 15 条 本町における良好な景観の形成を推進するため、町長の諮問機関として、

黒松内町ふるさと景観審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、この条例の規定により定められた事項を調査審議するほか、町長の

諮問に応じ景観形成に関する事項を調査審議する。 

３ 審議会は、景観形成に関し必要と認める事項を町長に建議することができる。 

 

（組織） 

第 16 条 審議会は、委員 12 名以内で組織する。 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 特別の事項を調査審議するために必要があるときは、審議会に専門委員を置く

ことができる。 

５ 専門委員は、当該専門事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるも

のとする。 

６ 審議会の委員及び専門委員は、学識経験のある者のうちから、町長が委嘱する。 

 

（会長及び副会長） 

第 17 条 審議会に会長及び副会長各１名を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選とする。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、職務を代理する。 

 

（会議） 

第 18 条 審議会の会議は、会長が招集する。 



２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

 

（庶務） 

第 19 条 審議会の庶務は、企画調整課において処理する。 

 

（規則への委任） 

第 20 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は規則

で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 21 年４月１日から施行する。ただし、第８条から第 10 条ま

での規定は、同年 10 月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第８条から第 10 条までの規定は、平成 21 年 11 月 1 日以後に着手する法第 16

条第１項各号に掲げる行為の届出等について適用する。 

３ この条例の施行の際現にこの条例による廃止前の黒松内町ふるさと景観条例

（以下「旧条例」という。）第 18 条の規定により設置されている黒松内町ふる

さと景観審議会（以下「旧審議会」という。）は、第 15 条の規定により設置さ

れた審議会とみなす。 

４ この条例の施行の際現に旧条例第 19 条第６項の規定により旧審議会の委員を

委嘱されている者は、第 16 条第６項の規定により委嘱されたものとみなす。こ

の場合において、委員の任期については、その者が旧条例第 19 条第６項の規定

により委嘱された日から起算する。 

５ この条例の施行の日前に、景観計画の策定に関し、旧審議会の意見を聴いたと

きは、施行日以後においては、第７条第１項の規定による意見を聴いたものとみ

なす。 


